
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 1034 人権教育推進拠点づくり事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 03 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

38 互いを認め合い、すべての人の人権を尊重する
項 03 社会教育費

中学生学習会(崇廣中)の開催 回
目標 目標 30

30 30
目 02 教育集会所費 実績 30 実績 32

施　策 2 人権・同和教育の充実
細目 102 教育集会所事業経費

中学生自習室(崇廣中)の開催 回
目標 目標 45

45 45
細々目 01 人権教育推進拠点づくり事業 実績 45 実績 32

基本計画該当頁 148 行革大綱の重点事項番号
中学生学習会(緑ヶ丘中)の開催 回

目標 目標 37
37 37

担当部課
コード ４５０９００ 評価者

氏　名
安永幸二 連絡先

23 - 3157 実績 37 実績 38

名称 教育委員会八幡町教育集会所 (内線)

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

地区内の中学生 地区の実態や歴史、生き方を学ぶことにより、自分たちの地域や
人に誇りを持ち、仲間と共に人権感覚を豊かにして、参加するよう
になる。

地区学習会への参加率(崇廣中) より多くの参加をめざす ％
目標 目標

45 45
実績 44 実績 35

地区学習会への参加率(緑ヶ丘
中)

より多くの参加をめざす ％
目標 目標

40 40
実績 39 実績 32

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 伊賀市教育集会所条例

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
①中学生の地区学習会を実施し、差別に負けない人権感覚を
培うと共に、就学・進路の支援を行った。

年度年度 平成

状
況
変
化
等

指導者と子ども、保護者の信頼関係が築かれ、学年毎に
参加率が上がってきている。 必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
地域の子どもたちが、学校では得られない機会として、教師と子ども保護者の信頼関係が培われる。

有効性 3
開催の時間が各日１時間程度であるので十分なことは出来ないが、反面、参加しやすい時間でもある。
３年生になれば、進学が控えてるので参加率が上がるが、逆に１年生は関心が薄いので、学校と連携して啓発に努めた
い。

達成度 4
学校の教師の協力を得て、予定通り実施できた。

効率性 3
現状でも、学校の教師に負担をかけている面が大きいが、学校との連携した事業ということで理解を得て実施している。整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

Ａ

総合評価

現状維持

事業の方向性

より多くの参加者を望むには学校の協力が不可欠であるが、協議をして、子どもたちが参加しやすい日時や環境を考えていきたい。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
報償費 156 報償費 33 報償費 278 報償費 278 報償費 278 報償費 278
旅費 175 旅費 176 旅費 130 旅費 130 旅費 130 旅費 130

工事
その他 59 その他 67 その他 196 その他 196 その他 196 その他 196

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 390 事業費計(A) 　 Σ 276 事業費計(A) 　 Σ 604 事業費計(A) 　 Σ 604 事業費計(A) 　 Σ 604 事業費計(A) 　 Σ 604

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 5,430 5,316 5,644 5,644 5,644 5,644

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 390 276 604 604 604 604

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 390 276 604 604 604 604
計 390 276 604 604 604 604

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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